































1 自治体の都市 ･地域政策と地域公共財 ･サービスの提供
近年自治体に対する行財政需要の特徴をみると､多様化 ･高質化する傾向にある｡自治体に要請
される事業 ･業務 ･サービス提供の性格を鑑みると､従来みられたような ｢地方公営企業法｣に基
づくガス､水道､病院､交通などに代表される住民生活の基礎的･日常的サービスの提供は､一定
水準で充足されたことに伴い､図書館 ･コミュニティホールにレストランなどを併設した例や日帰












































振興センター ･特産品開発 ･物産センター施設の管理運営｣｢博物館 ･郷土資料館 ･展示館施設の
管理運営｣などのように公共公益施設の管理運営業務や ｢地方鉄道 (旧国鉄の特定交通線-赤字路















































































































































































































② 費用逓減産業の問題 一般にある企業の生産費は､設備費 ･管理費からなる固定費用と､


































































































































































排除できない ー → 排除できる
注 :例示の位匿は､一応の目安であって､厳密にその財 .サービスの
特性に対応しているわけではない｡




































2 政府 ･財政の役割 ･機能 と政府 ･財政の失敗


































事業 団 (社会福祉 ･医療 ･ 農畜産業振興を除く)
その他 【誤 書芸 若 諾 急 芦送大学･新エネルギ~稔合開発棟構J
普通会計 (公務月賃貸住宅を除く)




共済組合等ほ 課 業 認 諾 駄 誤 認 急貸 方公務･J








































































































領域区分 領域の説明 領域の事例 他領域へのシフ_ト要因 (G-P､p-G) シフトの事例
の特定が困姓であるため公 一般道路 .等 での取引も困薙となり､シフトも困
的主体による整備が基本となる領域○ #O
G2 シビルミニマムの確保を保 公営住宅 政 ･基本的にはシフト困難 .民営化にし
障するため公的主体による 急医療 等 でもシビルミニマムを充足する供給
整備が基本となる領域o が保障されるだけの需要密度､技術､経験､制度的枠組等が蓄積された場合､シフトもある○ ′
G3 潜在的には民間主体によ.る整備の可能性があるが､外部経済性､費用通減性等を踏まえたす-ビス供給量や料金水準の適正化､その他 有料公営交通高等教育 等 ..親制緩和による民間活動領域の拡大○A-A′電気通信事業分野への民間企業参入･技術の蓄積､クリティカル .マスの B-→B′明治時代の
特定の政策意図の実現の観 クリアー､リスクの減少等により産 官業の民営
点から公的主体により整備 業が成熟化し､民間主体に移行O . 化
P 民間主体による社会資本整 私鉄 ･保障すべきシビルミニマムのレベル C-→C′公営住宅の






































遂げる過程の中で､図表1-8-⑥に示されるように行政 ･民間 (企業)家族 ･地域の中間に､そ
のいずれの主体的にも解決されない ｢すき間｣が生じてきた｡このすき間は､生活様式の変化に伴
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① 行政サービスの多様化 ･高質化 社会資本整備に対する地域住民のニーズは､近年では､






























全線 (昭和37年) ･ 新全総 (昭和44年) 三全稔 (昭和52年) 十四金 紋 (昭和62年) グラン ドデザイン(平成 7年)
中心 的 な コ ン ･地域 間の均衡 あ る発展 ･豊 か な環境 の創造 ･定住構想 ･多極分散型 国土の構想 生活の豊か さが両立す る世
背景等 1 ･国民所 得倍増計画 ･社 会資本ABC論 ･環境公害問題 の深刻化 ノ ･安定成長期 か らバ ブル経 ･バ ブル経 済崩壊 p
･過密 と過疎 ･ニ クソ ンシ ョック日本列 島改造論第一次石油危機 済へ の移行 ･産業構造変化高度情報化 .地方分権 .
令共 施設配置 ･過密都市 か らの官庁 ､学 ･広域生活圏の形成 ･工業再配置 と基盤整備 ･安住圏 を基礎単位 として ･分散型国土 の形成 と分散
校､工場､墓地等の移転 ･モー タリゼー シ ョン等の ㌔.教育､文化､医療施設の 広域 的な圏域 で構成 され が拭難な株能のバ ックアツ
･跡 地の再 開発促進_ 進 んだ段 階 におけ る広域 適正 配置 る他極分散型 国土の形成 プ シス テム整備
市 に よ■る過大都市 の校能 土再編成 置 るネ ッ トワー ク形成 多元化
施設に の一部肩代 わ り ･地方 にお ける高等教育棟 ･ネ ッ トワー ク化等 に よる
-.大規模工業 開発地区､大規模地方 開発都市 な ど 関の適正配置 p 広域 的防災生活圏 .危桟管理体制
整備施設 【諸都市 の整備】 【大都市 の環境保全 】 【大都市 の総合 的環境 】 【都市活力 の充実】
･住宅､文化施設､観光施 ･工場 ､学校等 の分散､移 ･公民飽 ､スポー ツ施設､ ･イ ンテ リジェ ン ト .ビル
対 -設等 の生活環境施設 _ 転 と跡地再 開発 ､ ビジネ . 図書籍 な ど生活環境施設 等の事務所､国際会議場､
･学校 教育､社 会教育､産 スセ ンターの計画的配置 の整備 国際見本市等
す _ 業職業教育 な どに関す る ･職住近接 の高層住宅 ･人口急増地域では幼稚 園､ 【都市環境 の整備 】
諸分野 の一体的整備 ー ･'父 ｡の レク リエー シ ヨ 小 中 fl ･ 高 宅 月
る考 ン施設 ゴ ミ処理施設の整備 ･廃 棄物嘩却施設､大都市
･ 宅､一 月 ､ 地 におけ る 圏 圏の 域 的 理
フこ方 L設､■ゴ ミ処理施設 ･中心 となる地方都市 では 良質な住宅の供給
･国際的教育校 閲 教育上文化､商業､業務､ ･福祉 サー ビス と住宅供給
【地方都市の環境保全】 娯楽等の核 となる教育横 の連携
･国際級会議場 ､休暇村､ 閑､高次医療施設､.美術 【地方都市】
医療 セ ンター､文化セン 館等の文化施設､スポー ･高等教育棟関の立地
I;タ｢､青少年 セ ンター等 ツ施設､レクリエーシヨ ･地方 中枢 .中核都市 での
･研 究校関､大学等 の教育 ･公民館､集会場､老人福 ･ベンチ ャー ビジネス育成
新 しい社 ･地域格差 の是正 と過大都 ･都心部 は広域 生活圏の中 ･大都市 に集 中 しす ぎた敦 ･東京二極 集中の是正 ･国際交流基盤の国土 の中
会ニーズ 市 の防止 心 としての都市横 能強化 育､文化､医療 施設の適 ･国際化対応 へ の適正 な配置
対応 ･過大都市 の既在施設 の分 (移転すべ き倉庫､工場､ 正配置 国際的な余暇 .レクリエー ･選択的社会資本整備 と投
敬.公共施設整備 .市街 墓 地､住宅等の再配置と ･大都市 におけ る工業の過 ン′ヨン 資の重点的 .効率的配分
地再 開発 に よる都市機能 構 築物 の共 同化 .高層化 皮の集中 を再配置 国際交流､情報 .通信基
の高度化 に よる再 開発) 盤 の整備
･国際観光拡大 に向けた宿 ･人口激減 山村 で は住民 の ･長寿社会へ の対応
泊施設等 の整備拡充 日常生活環境施設需要 をほぼ充足す る地域生活 センター を設置 .充実 ･都市機能の24時 間対応,.ネ ッ トワー クに よる安全対策
事業化 ･大規模 プロジェク ト ･民間部門が実施主体 とな ･イベ ン ト､交流粗放作 り､ ･広域 的 な地域 間の連携
公民 の混合方 式や民 間企 り民 間活力 と資金 を活用 ･広 報活動等の ソフ トな事 ･地方の地域住民､地域企
業 の共 同新 会社 方式､こ ･■した準 公共的事業 を推進 薬事法 の活用 菜､非営利 団体､公的横
れ に民 間デ ィベ ロ ッパー ･公共性 の強い事業や投 資 ･第三セ クター､協議会等 関等の多様 な主体 の地域
が参加 す る方式 な ど の懐妊期 間が著 しく長 い に よる地域住民､企業､ づ くりへ の参画
資料 :全稔 関連資料 よ り作 成










































818,601億円 〔100.0〕 885,316億円 〔100.0〕､
歳入 . 歳出




















付 一一:--:_一 国 庫支出金[14,9〕
金 一一





































図表1-11 国 ･地方を通じる純計歳出規模 (目的別)
防 恩 そ
衛 国土保全 産業 給 の
｢校閲費･-,骨｢-A-･及び開発費･一.･経済費,--･教育費･-.r-社会保障関係%･-･費･-･公債費･-･･他Il l l
:12.1% 3.2% 20.1% :7.9%: 14.1% 2.8% 1.1% 18.3% 0.4%































































































財 組織 公 共 団 体 公 営 企 菜地 方 公 社 企 業e-
公 共 財 - 般 道 路 公社有料道路 民 間有料道路








の出向派遣等)､③金銭的 (補助金 ･奨励金等の支出)､④業務的 (業務委託の恒常的･定期的業務
の発注等)な側面より直接的間接的に関係が深い自治体から独立した法人 ･団体をさす｡これらの
図表1-13 外郭団体の類型化





管哩壁 公 社 方 式 公園協会､市民会館管理公社､駐車場公社､労働福
祉センター､文化 .市民会館
民 間 企 業_方 貿易展示館 (秩)､-.余暇施設 (株)､空港ビル (秩)､
観光バス (秩)





類型 業 務 内 容 サービス供給対象 サービス性格分類 サービス供給原則 経 営原則
代行壁隻託型 施設の管理運営 有料施設 利 用 者 混 合 財 -部有償 収支均衡経営(受託料)
一般公園 全 住 民 公 共 財 無 償
地域サービス 保健衛生
学校給食 利 用 者 混 合 財 一部有償
内部事務サービス 庁内清掃計算業務 自 治 体 市 場 財 全部有償
独自型 地域開発産業振興 工業団地商 ビル 企 業 市 場 財 余剰有償 収益的経営(利用料)住宅用 利 用:者 全部 均衡経営
地域サービス CATV

























区 分 耶 菜 名
行 政 受 託 型 老人いこいの家管FJ!_.迅常､区民版広報誌の配和､法相相談､百日咳サー ベイ､*統計調査E1
行 政 協 力 型 路上駐印追放､市民公国の維持管理､*TTJ-政モニター､*道路モニタ-､*消珊生活モニター､*クリーン作職
市民委只､救急協力医
共 同 処 理 型 *区民会談の迅営､飼い犬モデル地区､*民生委f1活動､
市民音楽祭､青少年育成市民迅動､地区衛生の保全
住 民 協 力 型 *学校施設開放運営会､老人クラブの運営､私道舗装､
地域集会所班設運営







費 用 事 業 名
受 託 料 老人いこいの家管理 .運営､救急協力医､学校施設開放運営､区民版 .広報誌の配布､_法律相談 青少年育成市
民運動
補_ 助 金 路上駐車追放､市民公園の鯉持 .管理､児童公園等の維持 .管理､区民会議の運営､地域集会所建設 .運営;老
人クラブの運営
報 償 費 市政モニター､消費生活モニター､道路モニター､百日咳サーベイ､クリーン作戦市民委員､民生委員､統計調
査員
奨 励 金 ･ひとりぐらし老人友愛訪問､バス停の清掃､飼い犬モア
ル地区




























































































事業 .サービス等の民間会社 .団体 (任意団体等を含む)等↑の委託
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? ? ?? ? ?
??? ? ? ???
total
projectdevelopment35 21 0 0 56



































































































































































































































･産業育成 ･企 業 誘致



















都 心 再 生 拠 点 施 設
地域コニユニティ創造施設
ダブルインカム支援施設
防 災 稔 合 拠 点 施 設
リサ イ ク ル 拠 点 施 設
総合生活支援施設(都心型)
広 域 連 携 役 所
地 方 国 際 化 拠 点 施 設
新型人材活性化センター






































施 p設 名 所 在 地 事 業 主 体 複 合 機 能
エルパーク仙台 仙台市青菜区 仙台市､市街地再開発組合 女性センター､消費者センター､商業施設など
秋田県総合生活文化会館ア 秋田県秋田市 秋田県､秋田市､日本生命 音楽ホール､美術ホール､多目的ホール､研修室､イペシト広
トリオン 場､生活センター､女性就業援助センター
大宮ソニックシティ (埼玉県産業文化センター) 埼玉県大宮市 埼玉県､大宮市､柳埼玉県産業文化センター､日本生令 ホール､会議室､展示場､駐車場､オフィス､ホテル
吉川情報サービスセンター 埼玉県吉川市. 書川市､民間不動産 情報拠点オフィス､役場出張所､視聴覚ライブラリ
アクトシティ浜松 静岡県浜松市 浜桧市､節-生命､三菱地 ホール､会議室､展示場､博物館､研修センター､ホテル､商
所 業施設､オフィス
名古屋ナディア.パーク 名古屋市 名古屋市､信託銀行､第三 青少年文化センター､国際デザインセンター ､商業施設､オフイ
セクター ス､レストラン
京都リサーチ .パーク 京都市下京区 京都府､京都市､㈱京都リ 中小企業総合センター､工業試験場､先端技術オフィス､イン
サーチパーク､帥京都高度技術研究所 キユベーターセンター､ほか








(∋ 自治体所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)に公共施設を整備する｡
例 :文化会館､文化ホール､図書館等 (図表3-3-(∋)｡
(彰 自治体の所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)を外郭団体等に分譲する｡
例 :観光協会､商工会議所､住宅供給公社等 (図表3-3-②)｡
(勤 自治体の所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)を外郭団体等に賃貸する｡
例 :観光協会､ふるさと公社､産業振興センター等 (図表313-③)｡
④ 自治体の所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)に､誘致施設等に土地を無償 (廉価)で提
供する｡





















① 自治体 (県 ･市町村等)が民間に事業目的 (事業コンペ等)を明確にし土地分譲する｡
例 :神戸市六甲アイランド等 (図表3-3-⑪)｡


















例 :埼玉 ･ソニックシティ (借地権の等価交換方式)(図表3-3-⑫)0
(参 自治体の所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)を民間が借地し､商業ビルや賃貸住宅等を
建設する (建設物)は明示する (図表3-3-⑬)0
6 複合多機能型公共公益施設の整備手法と事業事例
公共と民間の協力 ･連携による ｢複合｣｢多機能｣｢融合｣開発プロジェクトとして ｢複合多機能
融合型公共公益施設｣整備は､今後ますますその必要性が要請されることは間違いない.21世紀は､
まさに ｢複合化 ･多機能化 ･合築融合化による公共公益施設整備｣は､時代の潮流となる｡ これら















































































































































図表3-4 個人および企業からの ｢寄付金および基金設置｣制度を利活用した地域活性化 ･地域振興の新たな方法の体系化


















































































































































































































を集大成した 『都市 ･地域政策と公民連携 ･協働 (-PPP･PFI･NPO･基金 ･公益信託 ･第3
セクターの研究-)』と題する著書を刊行する予定 (地域計画研究所､2002年3月)である｡詳細は同
書を参照されたい｡
